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免責事項 

本資料は、ソフトバンクグループ株式会社（以下「SBG」）及びその子会社（以下 SBGと併せて「当社」）並びに関連会社（以下当社
と併せて「当社グループ」）に関する関連情報を提供するものであり、すべての法域において、いかなる証券の購入又は応募の申込み
を含む、いかなる投資勧誘を構成又は形成するものではありません。証券の募集、購入の申し出の勧誘、又は証券の売出しは、1933年
証券法（その改正を含む。以下、「証券法」という。）の登録要件に従って行われます。本資料に含まれる情報は、証券法ルール 135
に従って記載されるものです。   

本資料には、当社グループの推定、予測、目標及び計画を含む当社グループの将来の事業、将来のポジション及び業績に関する記述な
ど当社グループの将来の見通しに関する記述、見解又は意見が含まれています。将来の見通しに関する記述には、特段の限定を付すこ
となく、「目標とする」、「計画する」、「確信する」、「希望する」、「継続する」、「期待する」、「目的とする」、「意図す
る」、「だろう」、「かもしれない」、「であるべきである」、「したであろう」、「できた」、「予想する」、「推定する」、「企
図する」若しくは類似する内容の用語若しくは言い回し又はその否定形などが含まれています。本資料に記載されている将来の見通し
に関する記述は、当社グループが本資料の日付現在において入手可能な情報を踏まえた、当社グループの現在の前提及び見解に基づく
ものです。これら将来の見通しに関する記述は、当社グループのメンバー又はその経営陣による将来の業績を保証するものではなく、
当社グループのビジネスモデルの成功、当社グループの資金調達力及びその資金調達条件の影響、SBG の重要な経営陣に関するリス
ク、当社グループの投資活動に関する又はこれに影響を与えるリスク、SB ファンド（下記で別途定義）並びにその投資、投資家及び投
資先に関するリスク、ソフトバンク株式会社及びその事業の成功に関するリスク、Arm 及びその事業の成功に関するリスク、法令・規
制・制度などに関するリスク、知的財産権に関するリスク、並びに訴訟を含むこれらに限られない既知及び未知のリスク、不確実性そ
の他要因を含み、これらの要因により、実際の当社グループの実績、業績、成果又は財務状態は、将来の見通しに関する記述において
明示又は黙示されている将来の実績、業績、成果又は財務状態と著しく異なる可能性があります。当社グループの実績、業績、成果又
は財務状態に影響を与える可能性のあるこれら及びその他の要因については、SBGのホームページの「事業等のリスク」
（https://group.softbank/ir/investors/management_policy/risk_factor）をご参照下さい。当社グループ及びその経営陣は、これら将
来の見通しに関する記述に明示されている予想が正しいものであることを保証するものではなく、実績、業績、成果又は財務状態は、
予想と著しく異なる可能性があります。本資料を閲覧する者は、将来の見通しに関する記述に過度に依拠してはなりません。当社は、
本資料に記載される将来の見通しに関する記述その他当社が行う将来の見通しに関する記述を更新する義務を負いません。過去の業績
は、将来の実績を示すものではなく、本資料に記載される当社グループの実績は、当社グループの将来の実績の予測若しくは予想の指
標となるものではなく、又はこれを推定するものでもありません。 

本資料に記載されている当社グループ以外の企業（SB ファンドの投資先を含みますが、これに限られません。）に関わる情報は、公開
情報等から引用したものであり、当社は、情報の正確性又は完全性について保証するものではありません。  

商標について 

本資料に記載されている企業、製品及びサービスの名称は、各企業の商標又は登録商標です。 

重要なお知らせ―SBGの普通株式の取引、スポンサーなし ADR（米国預託証券）に関する免責事項 

SBG の普通株式の売買を希望する場合には、当該普通株式が上場され、主に取引が行われている東京証券取引所において売買を行うこ
とを推奨します。SBGの開示は、スポンサーなし ADR（以下「ADR」）の取引の促進を意図するものではなく、ADR の取引判断を行
う際にこれに依拠すべきではありません。SBG は、SBG の普通株式に関するスポンサーなし ADRプログラムの設定又はそれに基づき
発行される ADR の発行若しくは取引について、過去及び現在において、参加、支援、推奨その他同意を行ったことはありません。SBG
は、ADR保有者、銀行又は預託機関に対して、(i)SBG が 1934年米国証券取引所法（以下「証券取引所法」）で定めるところの報告義
務を負うこと、又は、(ii)SBG のホームページに、SBGが証券取引所法ルール 12g3-2(b)に従って証券取引所法に基づく SBG の普通株
式の登録の免除を維持するために必要な全ての情報が継続的に掲載されることを表明するものではなく、また、当該者又は機関は、そ
のように信じてはなりません。適用ある法が許容する最大限の範囲において、SBG及び当社グループは、SBGの普通株式を表象するス
ポンサーなし ADR に関連して、ADR 保有者、銀行、預託機関その他企業又は個人に対するいかなる義務又は責任を否認します。  

上記の免責事項は、ソフトバンク株式会社や LINE ヤフー株式会社などの、スポンサーなし ADR プログラムの対象であるか又は将来対
象となる可能性のある当社グループの証券に同様に適用されます。 

本資料に記載されるファンド情報に関するお知らせ 

本資料は、情報提供を目的として提供されるものであり、法律上、税務上、投資上、会計上その他の助言又は SB Global Advisers 
Limited（以下「SBGA」）、SB Investment Advisers (UK) Limited（以下「SBIA」）及びそれらの関係会社を含む SBG の子会社（以

https://group.softbank/ir/investors/management_policy/risk_factor
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下併せて「SB ファンド運用会社」）により運用されるいずれかのファンド（文脈に応じて、パラレル・ファンド、フィーダー・ファン
ド、共同投資ビークル又はオルタナティブ投資ビークルと併せて「SBファンド」）のリミテッド・パートナーシップ持分又は同等の有
限責任持分の販売の申込み又は申込みの勧誘を行うものではなく、また、いかなる方法でもそのように依拠してはなりません。疑義を
避けるために付言すると、SB ファンドは、他のファンド同様、 SBIAとその関係会社によって運用されている SoftBank Vision Fund 
L.P. （文脈に応じて、あらゆるパラレル・ファンド、フィーダー・ファンド、共同投資ビークル又はオルタナティブ投資ビークルと併
せて以下「ビジョン・ファンド 1」）、SBGAとその関係会社によって運用されている SoftBank Vision Fund II-2 L.P. （文脈に応じ
て、あらゆるパラレル・ファンド、フィーダー・ファンド、共同投資ビークル又はオルタナティブ投資ビークルと併せて以下「ビジョ
ン・ファンド 2」）及び SBGAとその関係会社によって運用されている SBLA Latin America Fund LLC （文脈に応じて、あらゆるパラ
レル・ファンド、フィーダー・ファンド、共同投資ビークル又はオルタナティブ投資ビークルと併せて以下「ラテンアメリカ・ファン
ド」）を含みます。 

SBファンド（ビジョン・ファンド 1及びビジョン・ファンド 2並びにラテンアメリカ・ファンドを含む）、SBファンド運用会社、SB
ファンド運用会社により運用される後続又は将来のファンド、SBG又はそれぞれの関係会社のいずれも、本資料に記載されている情報
の正確性又は完全性について、明示又は黙示であるとにかかわらずこれを表明又は保証するものではなく、また、本資料に記載されて
いるパフォーマンスに関する情報は SB ファンドその他本資料に言及される企業の過去若しくは将来のパフォーマンス又は SB ファンド
運用会社により運用される後続ファンド、将来組成されるファンドの将来のパフォーマンスについての確約又は表明として依拠しては
なりません。 

SBファンドその他本資料に言及される企業のパフォーマンスに関する情報は、背景説明のみを目的として記載されるものであり、関連
する SB ファンド、本資料に言及されるその他のファンド又は SBファンド運用会社により将来運用されるファンドの将来のパフォーマ
ンスを示すものとして考慮されるべきではありません。SBファンドの特定の投資対象に関する情報への言及は、それに含まれる範囲に
おいて、関連する SB ファンド運用会社の投資プロセス及び運用方針を説明することのみを目的として述べられたものであり、特定の
投資対象又は証券の推奨として解釈してはなりません。SBファンドのパフォーマンスは各個別の投資においてそれぞれ異なる可能性が
あり、個別に言及した取引のパフォーマンスは、必ずしも全ての適用される従前の投資のパフォーマンスを示唆するものではありませ
ん。本資料において記載及び説明される特定の投資は、関連する SB ファンド運用会社が行う全ての投資を示すものではなく、本資料
において記載及び検討される投資が利益を生んだ又は将来利益を生むと仮定すべきではありません。 

本資料に記載される SBファンドのパフォーマンスは、ポートフォリオ投資の未実現の評価額に基づくものです。未実現の投資評価額
は、関連する SBファンド運用会社がそれぞれ特定の投資に関する状況に基づき合理的とみなす前提及び要因（例えば、評価日現在に
おける類似の会社の平均株価収益率その他勘案事項等を含みます。）に基づくものです。しかしながら、未実現の投資評価額が本資料
に記載されている金額又は本資料に記載されているリターンを算定するために用いられる金額で実現されるという保証はありません。
また、かかる実現に関連する取引費用が未知であるため、当該取引費用は、かかる算定に含まれません。未実現額の見積りは、常に変
化する多くの不確定要素の影響を受けます。関連する SBファンドの未実現の投資に対する実際の実現リターンは、いくつか要因があ
る中で特に、将来の運用実績、処分時の資産価格及び市況、関連する取引費用並びに売却の時期及び方法によって決まるものであり、
これらの要因は全て、関連する SB ファンド運用会社の評価の根拠となった前提及び状況と異なる可能性があります。 

過去のパフォーマンスは、必ずしも将来の実績を示すものではありません。SBファンド又は SB ファンド運用会社により運用される将
来のファンドのパフォーマンスは、本資料に示されるパフォーマンス情報よりも大幅に低くなる可能性があります。各 SB ファンド又
は関連する SB ファンド運用会社により運用されるいずれか将来のファンドが、本資料に示される実績と同等の実績を達成するという
保証はありません。 

本資料に記載される第三者のロゴ及びベンダー情報は、説明目的のためにのみ提供されるものです。かかるロゴの記載は、かかる企業
又は事業との提携又はその承認を示唆するものではありません。SB ファンド運用会社、SBファンドのポートフォリオ会社、SB ファン
ド運用会社により運用される将来のファンドの将来のポートフォリオ会社、又は SBG が、本資料に記載されるロゴを有する企業又は事
業のいずれかと今後業務を行うという保証はありません。 

SBGA及び SBIA は、ビジョン・ファンド 1、ビジョン・ファンド 2及びラテンアメリカファンドの運用に関して、相互に SBGからそ
れぞれ別個独立した業務プロセスを採っています。SBGA 又は SBIA によって運用される SBファンドは、それぞれ SBGA 単独又は
SBIA単独で運用されています。 
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[登壇者] 

取締役 専務執行役員 CFO 兼 CISO 後藤 芳光 （以下、後藤） 

常務執行役員 CAO 兼 CSusO 君和田 和子 

SB Investment Advisers & SB Global Advisers 

Executive Managing Partner 

マーク・アグニー（以下、マーク） 

Arm Executive Vice President & Chief 

Financial Officer 

ジェイソン・チャイルド（以下、ジェイソン） 

登壇 

 

司会：それでは後藤より、ソフトバンクグループ株式会社（以下「SBG」）の連結決算概要および

事業概要につきまして、ご説明申し上げます。 

後藤：最初に、先日発生した熊本の地震で亡くなられた方々に、心よりお悔やみを申し上げます。
また、被災された皆さま、そして避難所や慣れない土地で不安な毎日を過ごされている皆さまがた

くさんいらっしゃると思います。心からお見舞いを申し上げたいと思います。 

われわれもグループを挙げて、こうした災害に対してできる限りのサポートをしてまいりたいと思

っています。SBG、そして通信会社のソフトバンク株式会社（以下「SBKK」）、また九州を地盤

としている福岡ソフトバンクホークスで、義援金への取り組みや寄付の呼びかけなどを行っていま

す。 

これからも苦しい生活が長く続くと思いますので、われわれも九州全体をサポートできるように体

制を整えたいと思っています。 



 
 

 

 
 
 

4 
 

 

第 1四半期の決算発表です。3月末から 6月末に向けて、市場はダイナミックに動きました。SBG

は投資会社ですので、われわれが持つ資産価値は市場からの評価の影響を受けます。 

結果的に、われわれの投資資産の時価評価額から純有利子負債を引いた Net Asset Value（以下

「NAV」）は、6月末時点で 72.3兆円となり、過去最高を大幅に更新しました。私たちの企業価

値を評価する上ではこの NAV が一番重要です。 
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足元では少し調整が入っているので、8月 5日の時価で資産を再評価すると、概算で 58.3兆円ぐ

らいです。72.3兆円から大きく減ったのも事実ですが、過去のトレンドから見れば、58.3兆円で

も相当な数字です。これをさらに、われわれの歴史と合わせて見てみたいと思います。 

 

この表がわれわれの成長の記録ですし、成長力を今後どれだけさらに伸ばしていけるか、われわれ

はチャレンジしていくことになります。決算発表で毎回申し上げているとおり、良いときも悪いと

きも、株価の短期的な変動に一喜一憂はまったくしていません。 

中長期に、どんな基盤になり得るか、どう成長していくかが何よりも重要なテーマだと考えていま

す。 
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われわれの投資戦略は、まさにわれわれの事業戦略そのものです。ASI 時代のプラットフォーマー

として、今何をすべきかを逆算しながら考える。なぜわれわれが AIインフラにこれほど一生懸命

取り組むのか。AIインフラに取り組まないと、AIモデルの進化のスピードが鈍ってしまうからで

す。 

もちろん、われわれの投資先である OpenAIもそうですが、多くの AIモデルの進化のスピードを

より高めていくためには、AIインフラの整備が必要です。AIインフラの整備を進めることで、

Armの成長もさらに加速することになります。Armはご存じのとおり、設計分野において圧倒的

なシェアを持っているわけです。 

したがって、AIが進化し、より多くのチップが使われていく中で、Armの基本的な事業モデルは

さらに大きくなっていく。それだけではありません。先般、Armは自らチップそのものを事業とし

て手掛けることも発表しました。Armが作る非常に能力の高いチップは、多くの AIインフラや AI

モデルに使われていくことになります。 

そして、われわれ自身がライフスタイルカンパニーであるということは、従前から何十年も申し上

げてきています。フィジカル AIは、われわれが世界中の人々のライフスタイルやワークスタイル

を大きく変えていくために、今一番強い関心を持って取り組みを始めている領域です。この分野は

まだ始まったばかりですから、黒字化している会社もなければ、勝ち組が決まっているわけでもな

い。それだけに、大変面白い分野でもあります。 
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この四つの分野に取り組むのは、それぞれが非常に密接に関連しているからです。この 3カ月で、

それぞれどのような進化、変化があったかを説明させていただきます。 

 

ASIの No.1プラットフォーマーへ、ということで、われわれも孫（孫 正義 代表取締役 会長兼社

長執行役員）も頑張ってまいります。 
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第 1四半期決算のハイライトです。投資利益は 1.8兆円と、前年同期比で約 1.4兆円のプラスで

す。また、純利益も約 3,500億円としっかりと確保しています。 

二つ目は、NAVが 72.3兆円と、これまでの数字を大きく超えて、過去最高となりました。三つ目

は、OpenAIへの投資です。予定どおり、4月と 7月で合計 200億米ドルの追加出資を実施しまし

た。10月にあと 100億米ドルを出資することはすでにコミット済みです。 

四つ目は、フランスにおける 5GW 規模の AIデータセンター構築を発表したことです。この 3カ

月の成果として大きなニュースだったのではないかと考えています。 

 

連結業績を少しブレークダウンしてみます。それぞれの項目の数字について、特徴的なのはやはり

投資利益です。前年同期比で大幅に増加し、約 1兆 8,600億円となりました。純利益は約 3,500億

円です。 

こうした数字について、過去からの推移を説明しますが、ここに表れてこないのが NAV です。わ

れわれの企業価値にはむしろ、NAV が何よりも重要だということも重ねて申し上げておきます。 
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四半期別の投資損益と純利益の推移です。この第 1四半期の投資利益である約 1兆 8,600億円の大

きな要因は、実は Intelです。米国における半導体事業はわれわれとしても注目すべきテーマだと

いうことで、昨年、投資しました。その結果、この 3カ月で非常に大きな伸びを示しています。 

それから、ソフトバンク・ビジョン・ファンド（以下「SVF」）の投資先である ByteDanceの公

正価値増加も、投資利益を押し上げた大きな要因の一つと言えます。 
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重要指標として財務的にこれまでお見せしてきているのが、この三つのテーマです。一つ目の

NAV は繰り返しになりますが、今年 6月末は 72.3兆円、3カ月前の 40.1兆円に比べて約 32兆円

の増加となりました。 

そして、安全性の指標としての Loan to Value（以下「LTV」）です。時価評価したわれわれの資

産に対して、どれだけ借り入れをしているかという数字ですが、6月末で 13%ということで、大変

安全な数字です。安全すぎる、もう少し投資しなければいけないのではないかというぐらい、改善

が進んでいるということになります。 

そして、手元流動性は 3.5兆円から 2.3兆円へ若干減少していますが、これは負債の返済対応や、

投資に対応したものです。重要な財務ポリシーは十分に満たしています。後ほどご説明したいと思

います。 

 

まず、NAV の四半期別の推移ですが、過去最高の 72.3兆円です。 
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LTVも、通常時 25%未満という数字をわれわれの財務ポリシーとして、皆さまに認識していただ

いています。25%そのものが十分安全な数字ですが、過去の変遷を見ていただくと、それよりもさ

らに安全なレベルを維持しているということです。 

投資会社の中で、われわれのように自己勘定での投資額が大きいのは、世界的にも非常にまれで

す。ですから、投資会社としての安全性を皆さまにしっかり見ていただくには、やはりこういう数

字は非常に重要だと思います。 

また、なぜ 25%という数字をわざわざ申し上げているかというと、何か目安がないと、いったい

どのくらい安全なのか分からないからです。もちろん金融に携わっている方々は LTVのレベル感

をよくご承知だと思いますが、25%未満で運営していれば、マーケットが少々荒れても、また大き

く荒れても、まったく安全なレベルなのです。企業のゴーイングコンサーンにいささかも影響を与

えないように運営していくための指標ということです。 
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手元流動性です。われわれが財務ポリシーの中で重要視しているのは、今後 2年間の社債償還資金

を十分カバーできる手元流動性を維持するということです。今後 2年間の社債償還は約 1.5兆円で

すので、まったく問題のない、余裕のあるレベルと言えると思います。 

 

グループ会社の状況です。まず最重要子会社の 1社である Armについてです。 
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売上高は、第 1四半期として過去最高の約 13億米ドルの実績を出し、前年同期比 22%増というこ

とで、大変素晴らしい数字ではないかと思います。 

 

完全希薄化後の EPS も、第 1四半期で過去最高となりました。前年同期比 29%増ですから、非常

に満足のいく数字だと考えています。 
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Armは業績ガイダンスを発表しています。第 2四半期の売上高のガイダンスは若干の幅を持って

いますが、中間値は 13.8億米ドルです。EPS のガイダンスは 0.47米ドルで、いずれも Armの決

算発表時点でのアナリストコンセンサスを上回っています。投資家の皆さまにとっても、納得のい

く数字ではないかと考えています。 

 

Armを巡る環境です。データセンター向けの Armベース CPUのコアがどのくらい出荷されている

かですが、多くのハイパースケーラーが Armの CPUを使っていることで、2019年から出荷が一

気に成長してきています。AWS の Graviton、NVIDIA の Grace、Microsoftの Cobalt、また

Googleの Axionなどです。この 1年間は、特に伸びが加速しています。これは Armの今後の事業

モデルに非常にポジティブに作用すると推測しています。 
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Armのテクノロジーは、テック企業の中で次々と採用が拡大しており、特に Armの IPをベースに

した CPUの採用拡大が成長をけん引しています。主要ハイパースケーラー向け CPUチップのお

よそ 50%が Armベースと見ています。 

こちらに並ぶ AWS Graviton、Google Axion、Microsoft Cobalt、NVIDIA Graceなどが、Armベー

スのチップの知名度をさらに高めているということになるかと思います。 
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Arm AGI CPUです。前回の決算発表でも説明しましたが、Armは創業以来取り組んできた半導体

設計図の提供に加え、Arm AGI CPUを自ら開発・販売することを発表しました。 

大変大きな事業モデルの拡大になります。この CPUは世界最高効率のエージェント CPUで、x86

と比べ、1GW のデータセンター容量当たりの CAPEX、設備投資額の削減効果が最大 100億米ド

ルに上るということです。 

AIエージェントの普及によって、データセンター向け CPUの市場規模は、今後さらに大きく拡大

していくと予想されています。私どもや Arm自身も含め、この Arm AGI CPUには当初の見込みよ

りもさらに強い需要が見られる現状ではないかということで、将来に向けて大変ポジティブな状況

だと思っています。 

 

Arm AGI CPUのローンチパートナーには、新たに Oracleと Verdaの 2社が加わりました。これ

も素晴らしいことだと思っています。 
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エージェント AIの流れは、クラウドだけでなく PC市場でのシェア拡大にもつながってきていま

す。皆さまの手元にあるさまざまなデバイスでも起こりつつあるわけです。 

NVIDIA は今回、エージェント機能を持つ PC 向けのチップを発表しましたが、こちらにも Armベ

ースの CPUが搭載されています。 
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次は OpenAIです。 

前回の決算発表でも申し上げたとおり、 OpenAIへの追加出資はコミットメントとして確定してい

ます。今年度行う 300億米ドルの追加出資のうち、200億米ドルはすでに実行しました。残りの

100億米ドルを追加出資すると、累計投資額は 646億米ドル、持分は約 13%に上ることになりま

す。 

 

OpenAIは、GPTと呼ばれる AIモデルをベースに、多様なプロダクトを展開しています。個人ユ

ーザー向けには、皆さまもお使いになっていると思いますが ChatGPT。ビジネスユーザー向けに

は従来から、ソフトウエアエンジニア向けの Codexに取り組み、販売に注力しています。加え

て、7月には ChatGPT Workを新たにリリースしました。AIモデルの進化は、プロダクトの性能

をさらに向上させていきます。 
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2022年に GPT-3.5を ChatGPTとしてリリースしてから、 GPTはどんどん進化が進み、皆さまの

想像を上回る性能へと進化してきているのではないかと思います。 

GPT-4では、問題を解くところまで進化しました。これが今からもう 3年前です。そして GPT-5

では、初めてエージェント AIが搭載され、いわば「作業する AI」になったのが特徴で、GPT-3.5

や GPT-4に比べるとはるかに大きな進化です。 

そして、今年 7月にリリースされた最新バージョンの GPT-5.6は、エージェント機能を一段と進

化させ、「実務を進める AI」になっています。特徴は、AIが自律的に実務を進めるというところ

ではないかと思います。 
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この GPT-5.6が専門家の間でどのように評価されているかということです。UC Berkeleyなどが

開発した専門業務における AI評価試験によると、AIの性能を示すスコアは Anthropicや Google

と比べて OpenAI が最も高い点数が出た一方で、右側のコストにおいては他の 2社に比べて大幅に

低いと評価されています。 

つまり GPT-5.6は、極めて性能の高いモデルを極めてローコストで提供できるという点で高い評

価を得ているということです。 
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法人向けでは、ソフトウエアエンジニア向け AIエージェントの Codexの利用が急速に伸びていま

す。 

2025年 12月に約 40万ユーザーだった Codexと ChatGPT Work の週間アクティブユーザー数

は、この 7月に 1,000万ユーザーとなりました。7カ月間で 25倍です。それだけ大きな成長を遂

げているということです。 

法人向けのサービスは、他社に比べると少し後発かもしれませんが、OpenAI はリテールユーザー

向けサービスで先行し、ブランディングの面でも圧倒的な先行者メリットを獲得しているので、今

後の法人向けサービスの拡充やユーザー数の拡大に大いに期待をしていきたいと思っています。 
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PaaS とは Patching as a Serviceのことで、今年 7月、OpenAIとの合弁会社である SB OAI 

Japanが SBKK とともに、高度な AI技術を活用したサイバーセキュリティソリューションの本格

提供を開始しました。 

戦略的投資持株会社である SBG としては、投資先が互いに連携しながらそれぞれの価値を高めら

れるように、できることを徹底的に考え、サポートしていきたいと思っています。PaaS の提供開

始は、その好事例ではないかと思います。 
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まずシステムの脆弱性診断から入り、不具合を修正するプログラム、いわゆるパッチの適用までを

一気通貫で行っていきます。 

SBKKのさまざまなリソースを使いながら、まず国内 3,000社へ提供していきたい。その先にはコ

ード刷新のサービスまで提供していきたいと考えています。 
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AIインフラ領域について説明します。まず、われわれが中心となって進めていく AIデータセンタ

ーのポートフォリオです。主に米国と、この四半期に発表したフランスでの展開です。米国では、

主にオハイオ州とテキサス州、フランスでは北部のオー＝ド＝フランス地域圏で具体的なプロジェ

クトに取り組んでいます。 

 

まず、フランスでの 5GW のデータセンター構築発表ですが、6月の Choose France Summit 2026

で、マクロン大統領の前で発表しました。 
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第 1フェーズでは 450億ユーロを投じ、フランス北部で 2031年までに 3.1GW の AIデータセンタ

ーを整備する計画です。より具体的には、ダンケルク、ブシャン、ボスケルといったエリアが最初

のサイトになる予定です。 

 

ボスケルの AIデータセンターはフランス政府によるファストトラックに指定されていて、1GWの

電力を確保し、フランス国内の送電網への早期接続も約束されています。 
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例えば、米国や日本でデータセンターのプロジェクトを進める場合、やはりデータセンターは大容

量の電気を使うので、発電所そのものも建築する必要があるので、設備投資額も 2倍かかるわけで

す。 

フランスは世界的に見ても、その辺りに独特の強みがあります。フランスは電気の輸出国です。し

たがって、政府を挙げて、電力をデータセンターに振り向けることができる。 

もちろん、フランス国民の皆さまの電気利用に影響を与えないことが前提ですが、それを上回る分

の電力をこちらに振り向けてくれるという意味では、世界的に見ても特徴的で、データセンタープ

ロジェクトを進める上では、非常に進めやすい土壌が整っている地域ではないかと見ています。 

 

また、フランスにおいては、サプライチェーン構築にも注力していて、ダンケルクで世界有数の電

気機器メーカーである Schneider Electricとともに、AIデータセンター向けの取り組みを進めてい

ます。具体的には、電力モジュールの供給体制を構築することで、AIデータセンター開発をさら

に加速できると考えています。 
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次に米国です。今年 3月に発表したオハイオ州の PORTS Technology Campus について、10GW

規模の大型データセンタープロジェクトで、規模が非常に大きいだけに、この計算能力の利用を誰

が長期にわたってコミットしてくれるかというリース契約の交渉が、現在、最終局面に向けて進ん

でいます。建設着工は 2026年中を予定しており、現在プロジェクトの予定を組んでいるところで

す。 
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もう一つ、米国で先行して進めているのが、テキサス州ミラム郡の AIデータセンターです。こち

らはすでに OpenAIと長期のリース契約を結んでおり、第 1棟の建設が順調に進んでいます。 

 

われわれがデータセンタービジネスを進めていく上で、重要な役割を果たすグループ会社が SB 

Energyです。2019年設立で、もともと米国におけるさまざまな電力プロジェクトへの取り組みか

ら、データセンターへと事業領域を拡大してきた会社です。電力とデータセンターを一体開発する

能力がこの会社の強みで、経験豊かな経営陣が事業をリードしています。 
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これまで SB Energyは、累計約 190億米ドルのプロジェクト資金を調達してきました。また、建

設中もしくは稼働中の発電・蓄電容量は約 5GWに上ります。米国では相当な規模と存在感のある

会社に成長してきています。 

 

5月には、S-1登録届出書ドラフトを非公開で提出しました。今後、市場でもこの会社がさらに大

きく成長していくことを、大変楽しみにしています。 
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ネオクラウドサービスは、先日、SBKK の決算発表でも一部説明があったと思いますが、SBKK と

SBG が協力し、米国でのネオクラウドサービス提供に向けて動き出しています。 

ネオクラウドサービスとは、AIに必要な計算能力をクラウド経由で提供するサービスです。SB 

Energyが開発する電力や AIデータセンターのリソースを活用し、AIに必要な計算能力をクラウド

サービスとしてオフテイカーに提供することになるかと思います。これからの AI時代に向けて、

大変重要なビジネスモデルではないかと考えています。 
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それでは SVFについて、まず、活動開始来の累計投資損益は順調です。さらに利益を積み上げ、6

月末時点の累計投資損益は約 473億米ドルの利益となり、3月末比でも約 16億米ドルの増加で

す。 

 

第 1四半期の投資損益の内訳です。左側の SVF1は、主に ByteDanceの公正価値上昇が大きく貢

献し、約 24億米ドルのプラスとなりました。 
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右側の SVF2とソフトバンク・ラテンアメリカ・ファンドは若干マイナスになっています。これは

春に上場した PayPayの株価が 4～6月にやや弱含み、そこがマイナスに作用したものです。た

だ、PayPayもその後、株価がじりじりと回復してきていますし、将来的には大変楽しみです。 

 

すでにエグジットした投資も含めた累計投資成果です。左側の SVF1は、累計投資成果が 1,138億

米ドルと、累計投資額 872億米ドルを大きく上回っています。緑の部分はエグジット済みですか

ら、実際に還元されている金額は 730億米ドルに上ります。 



 
 

 

 
 
 

33 
 

 

投資回収の成果です。前のページの累計投資成果のチャートの緑色の部分です。最近の四半期では

毎期、平均して 15億米ドル程度の資産を売却し、還元してきています。 

過去 2年間の主な売却は、無事上場した Coupang、Roivant、Full Truck Alliance、DoorDashな

どで、売却を順次進めてきています。 

もちろん上場投資先だけではなく、未上場投資先にもさまざまなエグジットの方法があります。上

場株を市場で売る方法もあれば、未上場株を相対で取引することもあれば、M&A で売却すること

もあります。いろいろなエグジットのスタイルがあり、着実に実施してきています。 

今回、SVFから出席しているマークは、これまでも特に投資回収を自身のミッションとして取り組

んできています。 
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SVF投資先の株式公開実績と今後のパイプラインです。右側のレイトステージ投資先の公正価値

は、今回の OpenAIへの追加投資もあり、1,330億米ドルとなりました。3月末に比べて 150億米

ドル増加しています。 

 

いくつか上場が近い銘柄を紹介します。まず Prism、旧名 OYOです。皆さまもすでにご存じのと

おり、日本でも展開していた OYOというブランドで、世界中に多くのホテルを展開してきまし
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た。現在は Prismという名称で、IPOファイリング済みです。以前は自らがホテル事業そのものの

オペレーションをやっていましたが、今は世界 35カ国以上で、宿泊事業者向けにホテルの運営、

集客、収益管理を支援するプラットフォームを提供する事業に特化することで、かなり方向性が明

確になってきたのではないかと思います。大変、将来有望な会社だと思います。 

 

香港に本社を置く Klookは、旅行関連サービスの検索や予約などをオンラインで一括して行えるプ

ラットフォームを提供しています。SVFは 2019年に初めて投資しました。事業は足元でかなり良

い伸びを示しており、今後が期待できる新進気鋭の企業だと考えています。 
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PayPayにも少し動きがありました。6月 4日に、T&D フィナンシャル生命の子会社化を発表しま

した。 

生命保険会社をグループ傘下に迎え、PayPayが現在提供しているクレジットカードや決済、銀

行・証券サービスに生命保険を加えることで、ユーザーの皆さまのライフステージに応じた包括的

な金融サービスを提供できると考えています。長年検討してきたテーマが実現したということで

す。 
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次に、7月末に発表したセブン＆アイ・ホールディングスとの資本・業務提携です。SBKK と

PayPay、三井住友カードがそれぞれ 1,000億円をセブン＆アイ・ホールディングスに出資して

2.13%ずつを保有します。 

特に PayPayにとっては大きな成果につながります。1日に約 2,000万人のお客さまが来店される

セブン-イレブンと、1日に約 3,000万回の決済が行われる PayPayが組むことで、相互にデータ

を活用し、次世代の顧客体験と生活インフラをともに作り上げていくことができる。非常に楽しみ

な業務提携になるのではないかなと思います。 

セブン-イレブンの店舗数は約 2万 2,000店、PayPayのユーザー数は約 7,500万人です。この業務

提携は、将来、お互いに大変大きな価値を生むのではないかと考えています。 
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さて、フィジカル AIの分野です。多くの投資先で社会実装の動きが活発化してきています。現

在、グループにはロボ HD 傘下の会社を含め、30社を超えるフィジカル AI関連企業があります。 

大きく三つぐらいにグルーピングできます。一つはロボティクスです。もちろん将来的にはヒュー

マノイドまで含めていくことになりますが、ロボティクスと、そのための AI技術の進展の分野が

一つです。 

もう一つは工場の自動化や産業ロボットの分野。従来からロボットといえばファクトリー・オート

メーションの中で使われてきました。そしてもう一つが、モビリティ、オートノマス・ドライビン

グの分野ということになるかと思います。 

それぞれの分野で大きな貢献が期待できる企業が数多くあります。ここに出ているのはほんの一部

ですが、今後の成長、発展に大いに期待していただきたいですし、孫も今、この分野に大変注力し

ていて、かなりの時間を割いているのではないかと思います。 

右上の赤い囲みは ABB Roboticsで、世界 40カ国で事業を展開しています。買収はすでに発表し

ており、今年中に買収が完了する予定です。完了すれば、多くの発展途上の起業家たちのアイデア

と、ABB が持つ巨大な実績、オペレーション、サービスとの間で多くのシナジーが生まれ、ロボ

ティクスの社会実装が加速するのではないかと期待し、楽しみにしています。 
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最後になりますが、言い続けているとおり、財務方針にはまったく変更はありません。LTV25%未

満という目安を大事に、常に下回る範囲で運営していきたいと思っています。手元流動性は 2年分

の社債償還資金以上を常に保持することで、安全性を常に確認いただけるようにしていきたいと思

います。 
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投資についてまとめると、現時点での 2026年度の投資額は 2025年度に比べて少し抑え気味とな

るのかなと見ています。一番大きいのは OpenAIへの投資です。黒い部分は 4月の 100億米ドルと

７月の 100億米ドルの合計 200億米ドルで、すでに実行済みです。今後は OpenAIへの最後の

100億米ドルに加え、ABB Roboticsの最終払い込みが 54億米ドル、昨年 12月に買収を発表した

Digital Bridgeの支払いが 31億米ドルです。 

 

これらの投資に対して、7月以降、調達案件が立て続けにクローズしています。まず、OpenAI 株

式を活用したファイナンス契約を締結しました、100億米ドルの大変大きな調達です。 

また ABB Robotics買収に先立ち、LBOファイナンスで 18億米ドルまで調達可能なファイナンス

を組成しました。いずれもグローバルの大手銀行・証券会社からサポートいただき、大きなシンジ

ケートを組むことができました。感謝を申し上げたいと思います。 
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格付けについては、ノッチアップ、ノッチダウンではありませんが、S&Pはこれまでわれわれの

見通しをずっと「ネガティブ」としていましたが、今回「安定的」に変更され、改善しました。ク

レジットとしては大きなニュースの一つではないかと思います。 

 

ここまでご説明差し上げましたが、この 4分野にこれからも徹底的に注力して、われわれの企業価

値を高めていきたいと思います。 



 
 

 

 
 
 

42 
 

 

変わらず経営理念、「情報革命で人々を幸せに」ということで取り組んでいきたいと思います。 

今日の説明は以上です。 


